
神戸市市民福祉調査委員会 介護保険専門分科会 企画・調査部会 

令和２年度第１回「総合事業サービスワーキンググループ」次第 

 

 

１ 日 時 令和２年 10 月 23 日（金）午後３時 00 分 ～ 午後４時 30 分 

 

２ 場 所 神戸市役所１号館８階 福祉局大会議室 

 

３ 次 第 

 

（1）開 会 

（2）定足数の確認 

（3）座長の選任 

（4）議事 

  ① 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況 

・ 各サービスの状況 

・ 介護予防通所サービスの提供における目標設定・実績評価 

・ ＫＯＢＥシニア元気ポイント制度 

  ・ つどいの場支援事業 

  ・ ケアマネジメント支援体制の強化 

 ② 第８期介護保険事業計画以降の円滑な運営に向けて 

 ③ その他 

 （5）閉 会 
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神戸市市民福祉調査委員会介護保険専門分科会運営要綱 

平成１２年７月１１日 

分 科 会 決 定 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、神戸市市民福祉調査委員会運営要綱（平成１２年４月１８日決定）第

９条の規定に基づき、神戸市市民福祉調査委員会介護保険専門分科会（以下「専門分科会」

という。）の運営に関し必要な事項について定める。 

（部会） 

第２条 専門分科会に、次の部会を設置する。 

（1）企画・調査部会 定数１０名以内 

（2）サービス研究会 定数１５名以内 

（3）地域密着型サービス運営委員会 定数１５名以内 

２ 第 1 項の各号に掲げる部会の所掌事務は、別表に掲げるとおりとする。 

３ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、分科会長が指名する。 

４ 部会に部会長を置き、部会長は、部会に属する委員及び臨時委員の互選によって定める。 

５ 部会長は、その部会の会務を総理する。 

６ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長の指名する委員及

び臨時委員が､その職務を代理する。 

７ 部会は、部会長が招集する。 

８ 部会は、部会に属する委員及び臨時委員の過半数が出席しなければ会議を開催することが

できない。 

９ 部会の議事は、出席した委員及び臨時委員の過半数で決し、可否同数のときは、部会長の

決するところによる。 

１０ 部会に必要に応じてワーキンググループを置くことができる。 

（関係者の出席） 

第３条 部会長は、必要があると認めるときは、部会に関係者の出席を求め、説明又は意見

を聴くことができる。 

（代表幹事及び幹事） 

第４条 専門分科会及び部会に代表幹事及び幹事を置く。 

２ 代表幹事及び幹事は、市職員のうちから分科会長が指名する。 

３ 代表幹事及び幹事は、専門分科会及び部会の所掌事務について委員及び臨時委員を補佐す

る。 

（庶務） 

第５条 部会の庶務は、保健福祉局高齢福祉部介護保険課において処理する。 
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（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、部会の運営等に関し必要な事項は、部会が定める。 

 附 則 

この要綱は、平成１２年７月１１日より施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成１３年７月１９日より施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成１８年２月１１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年２月９日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年２月１７日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年２月１０日より施行する。 

 

 

別表（第２条関係） 

 

部会の所掌事務 

 

１ 企画・調査部会 

（1）介護保険事業計画の点検及びそれに必要な調査の実施に関すること 

（2）介護保険事業計画の策定に必要な調査の実施に関すること 

（3）高齢者保健福祉計画の策定に必要な調査の実施に関すること 

（4）新しい介護予防・日常生活支援総合事業の立ち上げ及び円滑な運営に関して必要なこと 

 

２ サービス研究会 

介護サービスの質の向上に関すること 

 

３ 地域密着型サービス運営委員会 

(1) 地域密着型サービスの指定基準に関すること 

(2) 地域密着型サービスの指定、指定拒否及び指定取消に関すること 

 (3) 地域密着型サービスの介護報酬に関すること 

(4) その他、地域密着型サービスの円滑な運営に関して必要と認められること 



神戸市市民福祉調査委員会介護保険専門分科会企画・調査部会 

ワーキンググループ設置要綱 

平成２７年５月２８日 

企画・調査部会決定 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、神戸市市民福祉調査委員会介護保険専門分科会運営要綱（平成１２年

７月１１日決定）第６条の規定に基づき、神戸市市民福祉調査委員会介護保険専門分科会

企画・調査部会ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」という。）の設置及び運

営に関し必要な事項について定める。 

（ワーキンググループ） 

第２条 新しい介護予防・日常生活支援総合事業の実施に向けて必要な検討を行うため、企

画・調査部会に、次のワーキンググループを設置する。 

（1）総合事業サービスワーキンググループ 定数１０名以内 

（2）ケアマネジメント検討ワーキンググループ 定数１０名以内 

２ 第 1項の各号に掲げるワーキンググループの所掌事務は、別表に掲げるとおりとする。 

３ ワーキンググループに属すべき委員及び臨時委員は、部会長が指名する。 

４ ワーキンググループに座長を置き、座長は、ワーキンググループに属する委員及び臨時委

員の互選によって定める。 

５ 座長は、そのワーキンググループの会務を総理する。 

６ 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、あらかじめ座長の指名する委員及び臨時

委員が､その職務を代理する。 

７ ワーキンググループは、座長が招集する。 

８ ワーキンググループは、ワーキンググループに属する委員及び臨時委員の過半数が出席し

なければ会議を開催することができない。 

（関係者の出席） 

第３条 座長は、必要があると認めるときは、ワーキンググループに関係者の出席を求め、

説明又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第４条 ワーキンググループの庶務は、保健福祉局高齢福祉部介護保険課において処理する。 

（委任） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、ワーキンググループの運営等に関し必要な事項は、

ワーキンググループが定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年５月２９日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年８月１０日より施行する。 
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別表（第２条関係） 

 

ワーキンググループの所掌事務 

 

１ 総合事業サービスワーキンググループ 

（1）総合事業で実施するサービスの基準、単価、利用者負担等の検討に関すること 

（2）その他、総合事業の立ち上げ及び円滑な運営に関して必要と認められること 

 

 

２ ケアマネジメント検討ワーキンググループ 

（1）総合事業で実施する介護予防ケアマネジメントに必要なプロセス、アセスメントツール、

様式等の検討に関すること 

（2）その他、総合事業で実施する介護予防ケアマネジメントに関して必要と認められること 

 





































サービス毎の利用状況と推移（単位：人）

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R2.6

介護予防訪問サービス　注１ 12,452 12,511 12,499 12,314 11,870 10,758 9,450 9,174 9,165

生活支援訪問サービス 506 1,823 2,057 2,010

計 12,452 12,511 12,499 12,314 11,870 11,264 11,273 11,231 11,175

訪問　前年同月比伸び率 2.7% 0.5% -0.1% -1.5% -3.6% -1.6% 0.1% -0.4% -0.5%

介護予防通所サービス　注２ 7,480 8,270 8,980 9,401 9,653 9,845 10,585 9,843 9,935

通所　前年同月比伸び率 13.9% 10.6% 8.6% 4.7% 2.7% 1.7% 7.5% -7.0% 0.9%

※兵庫県国保連合会給付実績情報等に基づき作成したもので、月遅れ請求の存在等により、今後も変動する。

注１　H29.3以前は介護予防訪問介護の利用者数のみ。H30.3は介護予防訪問介護の利用者数を含む。

注２　H29.3以前は介護予防通所介護の利用者数のみ。H30.3は介護予防通所介護の利用者数を含む。

利用者数伸び率（前年同月比）の推移

事業所数の推移

H29年
12月

H30年
３月

H30年
６月

H30年
９月

H30年
12月

H31年
３月

R2年
3月

R2年
6月

介護予防訪問サービス 568 602 539 546 542 544 541 532

生活支援訪問サービス 248 257 267 275 281 304 308 305

住民主体訪問サービス 4 4 6 6 6 6 6 5

介護予防通所サービス 450 454 427 429 418 425 421 430

※神戸市介護保険制度の実施状況より　　　　　　　　　　　　　　　

2.7% 0.5%
-0.1%

-1.5%
-3.6%

-1.6%

0.1%
-0.4% -0.5%

13.9%

10.6%

8.6%

4.7% 2.7%

1.7%

7.5%

-7.0%

0.9%

-10.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R2.6

訪問 前年同月比伸び率

通所 前年同月比伸び率
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予防給付
（全国一律
の基準）

地域支援事業

（ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
）

訪
問
介
護

（デ
イ
サ
ー
ビ
ス
）

通
所
介
護

地域支援
事業

介護
予防
事業

介護予防・日常生活支援総合事業

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

名称
実施
方法

内容 利用者負担 利用者数
事業所
（団体）数

介護予防
訪問サービス
（従前の訪問介護相当）

指定
従来の訪問介護と同じサービス。

ヘルパーにより、身体介護と掃除・
買物などの生活援助を提供

利用頻度
によって

令和2年7月
約9,100名

令和2年10月
538

生活支援
訪問サービス
（訪問型サービスＡ）

指定
従事者の資格要件を緩和し、市の
定める研修を修了した方等により、
掃除・買物などの生活援助を提供

介護予防
訪問サービス
の8割

令和2年7月
約2,000名

（全体の約18%）

令和2年10月
311

住民主体

訪問サービス
（訪問型サービスＢ）

補助
ＮＰＯ法人等の有償ボランティアに
よる、掃除・買物などの生活援助

サービス提供
者が設定

令和2年8月
57人

令和2年10月
5団体

通
所
型
サ
ー
ビ
ス

名称
実施
方法

内容 利用者負担 利用者数
事業所
（箇所）数

介護予防
通所サービス
（従前の通所介護相当）

指定 従来の通所介護と同じサービス
利用頻度に
よって

令和元年12月
約11,050名

令和2年10月
432

フレイル改善
通所サービス
（通所型サービスＣ）

委託
フレイル改善のための栄養（食・口
腔）、運動、社会参加をバランスよく
取り入れたプログラムを提供

1回200円
（月800円）

令和2年9月
約102名

令和2年9月
12箇所

一
般
介
護
予
防
事
業

名称 内容 実績

地域拠点型一般
介 護 予 防 事 業

地域福祉センター等で週1回5時間程度、体操やレクリエーション、
給食、専門職による介護予防講座等、様々なメニューを提供

令和2年10月現在77地域
（105ヶ所）で実施

つ ど い の 場
支 援 事 業

月一回以上、通年開催などの要件を満たす通いの場を運営する
団体に対して、場所代などの運営費の一部を補助

令和2年9月までに
122箇所決定（取消含む）

フ レ イ ル 予 防
支 援 事 業

集団で行う簡易なフレイルチェックや、フレイル予防のための栄養
（食・口腔）、運動、社会参加についてのアドバイスを行う
１回90分以上

令和2年度9月開催分まで
参加者数
年度累計275人

Ｋ Ｏ Ｂ Ｅ シ ニ ア
元気ポイント事業

高齢者施設において高齢者施設等で掃除、洗濯物の整理などの
活動を行った高齢者に、ポイントを交付し、換金を行う

令和2年度10月現在
登録者数 83人
参加施設数 27施設

要支援１・２
の方が利用

神戸市が行う総合事業のサービス
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介護予防通所サービスの提供における 

目標設定・実績評価について（令和元年度実施分報告） 

 

１．目的 

介護予防通所サービスの提供において、サービスの目的である「利用者の心身機能の維持回

復や生活機能の維持向上」に意識して取り組んでいただき、事業所全体で取組内容を見直し、

自立支援に資するサービス提供を行う。 

 

２．評価の基準 

  評価用チェックリスト（15 項目） 

理由：「生活機能」、「運動機能」、「栄養改善」、「認知機能」、「うつ」などの心身状態の変化

を総合的に評価できるため 

  ※令和元年度から、負担軽減のためチェックリストの項目を見直し、25 項目から要介護リ

スクに影響を与える 15 項目へと項目を絞って簡素化した。また、利用者本人に聞き取っ

て記入する項目と、本人が直接記入する項目、スタッフが主観で記入する項目に分け、本

人に聞き取りする以外は対面実施でなくても可能とした。 

 

３．概要 

（１）年度当初 

・利用者（要支援者及び事業対象者）に対して、評価用チェックリストを実施し、利用者

の状態を評価する。（年度途中の新規利用者は、受け入れの都度、実施する。） 

   ・1 年間の利用者全体の状態の維持改善に関する目標を設定する。 

(２) 年度末 

・利用者の評価用チェックリストを実施し、年度当初と比較し、利用者ごとに改善、維持、

悪化の判定を行う。 

・年度当初に設定した目標の達成状況について要因分析を行うとともに、翌年度の目標を

設定し、目標達成に向けた取組を支援に記載する。 

 

４ レポート提出数 

  422 事業所（市外９事業所含む） 

 

５．提出されたレポートの概要 

   評価時期が、新型コロナウイルス感染症の影響により、自粛要請期間であったため、外出

頻度やうつ、認知機能の項目で悪化したとの報告が多かったものの、悪化した原因を新型コ

ロナウイルス感染症の影響に留めず、1 年間の取り組みとして総合的に評価がされていた。 

 

（１）主な維持、改善の要因について 

・飛沫感染防止のため、歌の代わりに創作レクを増やしたところ、想像以上に利用者のでき

ることが多いことに気づいた 

・家で自分でもできるよう、生活に密着した昼食作りやおやつ作り、洗濯物整理、配膳など

のお手伝いを実施した 
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・生活動作の中で必要なこと、生活の幅を広げることに重点を置いた 

・職員が過介助になり、利用者が自分でできることを奪うことで意欲を低下させないよう意

識した 

・各自の興味を引き出し、個人の能力や趣味を生かしたレクを積極的に取り入れ定着させた。 

・チームの一体感を感じて楽しむことができ、競い合いや励ましあいの機会となるように意

識した 

・スタッフミーティングでスタッフ同士の意思疎通・気づきを共有した 

・スタッフの業務改善により、それぞれの負担が減ることでサービス内容も改善されたこと 

 

（２）主な悪化の要因について 

・２月頃から新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛で活動性が低下したことが、

加齢による機能低下に拍車をかけた 

・意欲を引き出すための環境づくりが不十分だった 

・利用者の身体機能や生活機能、認知機能、生活環境面についての情報収集・評価が不十分

だった 

・トレーニング内容が、利用者の転倒不安や活動量が低下している状況に反映されていなか

った 

・余暇・気持ちの向上に関するアプローチが不足していた 

・認知症に対する機能訓練が手薄だった 

・家族の外出に対する考えや感染予防のため、利用者に積極的な外出を勧められなかった 

 

（３）令和 2年度の目標達成に向けて力を入れて取り組むこと（まとめ） 

・機能訓練指導員による個別指導の強化  

・定期的な身体測定、体力・筋力測定による評価と目標設定、具体的な指導・効果の説明 

・集団体操プログラムの映像や音楽の活用、体操のバリエーションや運動の選択肢を増やす 

・下肢・体幹・股関節周囲の筋力訓練 歩行訓練・歩行のビデオ撮影 

具体例：目標達成表／歩行距離を日本地図に反映／園外散歩スタンプラリー 

・家でできる体操や趣味活動 例：カラー写真運動資料、料理レシピ、工作材料の持ち帰り 

・レクの選択肢を増やす、自分の趣味特技を人に教える機会をつくる 

・満足度調査やプログラム内容や食事メニューの提案箱を設置する 

・積極的な振替利用の勧め、休んだ時は本人や家族へ電話連絡、皆勤賞表彰 

・関係性を考慮した座席配置、地域の行事や交流の場の紹介、地域の人の来所機会を増やす 

 

考察 

今年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、サービス提供内容の変更を余儀なくされ

たと思われるが、自宅でもできる運動の提案や生活行動の自立につながるようなプログラムの

提供、精神面へのフォロー等、1 人 1 人の利用者に対して、個別支援の強化などの傾向も見られ

た。レクリエーションについても創意工夫され、利用者ができることを再確認する機会にもつな

がっており、自立支援に向けてサービス提供を行っていただいたと思われる。 



 

 

 

ＫＯＢＥシニア元気ポイント（ボランティアポイント）制度の概要 

 

１．趣旨 

高齢者の地域活動への参加を促進するため、高齢者施設において配膳の手伝いや話し

相手などの活動を行った高齢者に、敬老パスなどのＩＣカードを介してポイントを交付

し、交通費などへの換金を行うポイント制度を10月1日から開始している。 

 

２．対象者 

神戸市在住の65歳以上の高齢者 

 

３．ポイントの付与数 

施設職員の指示を受けて行う軽微かつ補助的な活動を行った時間の区分に応じ、行う

ものとする。ただし、活動登録者が１日に受けることができるポイントは、最大 200ポ

イントまでとする。 

・ ２時間未満 100 ポイント 

・ ２時間以上 200 ポイント ※１ポイント＝１円とする。 

・ 年間上限 8,000 ポイント（円） （ポイントの有効期限は翌年度末まで） 

 例）Ａ施設で午前に 1時間活動（100 ポイント） 

Ｂ施設で午後に 1時間活動（100ポイント） → １日合計 200ポイント 

 

４．活動施設等 

令和２年度は高齢者施設を対象とする 

・介護老人福祉施設(地域密着型含む) ・短期入所生活介護事業所 

・通所介護事業所(地域密着型等含む) ・認知症対応型共同生活介護事業所 

・通所リハビリテーション事業所 ・小規模多機能型居宅介護事業所  など 

 

 

５．活動内容 

 施設職員の指示を受けて行う軽微かつ補助的な活動 

・話し相手、配膳・下膳の補助、利用者が利用する場所の簡易な清掃・消毒 など 

 

６．ポイント付与と換金の流れ 

・年度末に現金に交換（郵送） 8,000ポイント → 8,000円振込 

・敬老パスに入金（チャージ）した場合 8,000ポイント → 8,800円振込 

※ポイント換金率を１割アップ 

 

７．10/21 現在の登録状況 

・施設の受け入れ状況 登録施設 41カ所  

・活動登録の状況   登録ボランティア 111 人 説明会申込者数 14人 

※施設の募集は7/28 開始、活動者説明会は 9/1より開始 

 

資料６ 

神戸市内 高齢者施設(在宅サービス)：１,883、高齢者施設(施設サービス)：183  計：2,066 



 

 

＜要件＞月１回以上通年開催、スタッフ 3人以上、屋外可 など 

イ．基本補助額（限度額：年額70,000 円） 

   開催予定回数×2,000 円  

ロ．身体活動加算（限度額：年額 17,500 円） 

１回あたりのつどいの場の開催時間（90分以上）のうち、15分以上、 

室内で運動を実施する場合に運動の開催予定回数×500 円をイ．基本 

補助額に加算 ※一部条件あり  

 

 

年額 10,000 円 

＜要件＞年３回以上開催、スタッフ３人以上、屋外可 など 

※これからつどいの場を立ち上げる団体が対象（初年度のみ） 

 ※生活支援コーディネーターからヒアリングを受け、申請が妥当と 

認められたつどいの場のみ申請可能 

つどいの場支援事業の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

 

 

１．令和２年度 交付決定状況 

A.運営補助 交付決定団体数 122（10月 1日時点、取下げ 2団体含む） 

（内訳） ・週１回程度以上：47、月 3回程度：14、月 2回程度：28、月 1回程度：33 

    ・体操：91、音楽：48、茶話会：71、趣味活動：55（重複あり） 

    ・東灘区：4、灘区：11、中央区：7、兵庫区：15、北区：15、長田区：8、 

須磨区：10、垂水区：26、西区：26 

 B.立ち上げ応援補助 受付中（最終締め切り 11月 10日） 

 

２．新型コロナウイルス感染症による影響 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、緊急事態宣言発令から６月末まで自粛依頼。 

７月以降、徐々に活動を再開してもらっているが、感染への不安や会場・地域の事情など

により自粛が続いている団体もあり、取下げ団体が今後増える可能性が高い。 

現在も飛沫感染のリスクの高い飲食・歌唱などの活動の際は定員（通常参加人数）の半分

の人数での開催を依頼している。 

 

３．生活支援コーディネーターによる後方支援 

担い手の支援として、各区において研修会・交流会なども順次開催している。 

（テーマ例） ・コロナ禍におけるつどいの場運営の留意事項について 

・感染症対策について 

つどいの場支援事業（立ち上げ支援＋継続支援） 

B.つどいの場「立ち上げ応援補助」 

A.つどいの場「運営補助」 

新設 

資料７ 



ケアマネジメント支援体制の強化 

 

１．概要 

 利用者・家族、ケアプラン作成者やサービス事業者等が一体となり、自立支援・重度

化防止に取り組むため、令和 2年度より新たに介護保険課内に「ケアマネジメント担当

ライン」を創設し、保健師やリハビリ専門職、ケアマネジャー等を配置し、これまで以

上に自立支援に向けたケアマネジメントが強化できるよう、ケアプラン作成者を支援し

ていきます。 

 

２．リハビリ専門職によるケアプランの作成者との同行支援（新規） 

 介護サービスを初めて利用する要支援者に対し、ケアプラン作成者が初回アセスメン

ト等を行う際に、リハビリ専門職（理学療法士・作業療法士）が利用者宅へ同行訪問し

ます。利用者・家族に対し、心身の状態に応じたサービスの選択や日常生活動作の工夫

点などの専門的な助言を行い、ケアプラン作成者へのケアマネジメント支援を行います。 

【実績】令和 2年 10月 16日 現在：28 件 

 

３．ケアプランチェック体制について 

 従来、介護のケアプラン点検は介護保険課認定係、予防のケアプラン点検は地域包括

支援係で実施していましたが、令和 2年度からは「ケアマネジメント担当ライン」が担

当しています。（係長級１、担当１、会計年度任用職員３） 

 指定居宅介護支援事業所のケアプラン点検については、国民健康保険団体連合会の適

正化システム活用し、点検の必要度が高い事業所を抽出、１段階目（第１次点検）とし

て縦覧点検を行い、２段階目（第２次点検）はケアプランチェックと国が指導強化を進

めるサービス付高齢者住宅のケアプランの点検を行っている。 

 指定介護予防支援事業所については、あんしんすこやかセンターを巡回指導している

「巡回派遣員」等がケアプラン作成者と面接を実施し、ケアマネジメントを見直す機会

となるようアドバイスを行っています。 

【実績】令和元年度 ケアプランチェックプラン数（要介護含む）：7,597 プラン 

（内訳） ・巡回派遣員による点検（要支援プラン）：4,330 プラン 

       ・委託事業者による点検：2,894 プラン 

       ・サービス付き高齢者住宅等、重点点検：274プラン 

       ・当課職員による点検：99プラン 

 

４．多職種によるケアマネジメント検討会の実施 

 平成 31 年度より、訪問介護（生活援助中心型）の基準回数を超える届出ケアプラン

のうち、多職種で検討することが望ましい事例や、自立支援に向けた検討を行うことで

効果が見込まれる事例について、リハビリ専門職を含めた多職種で検討しています。引

き続き月１回程度、各区を巡回し、ケアチームで参加できる体制を整え、検討会を開催

します。 

【実績】令和元年度：開催回数３回、検討件数 10件 

資料８ 



第８期介護保険事業計画以降
の円滑な運営に向けて

資料９



介護保険にかかる費用

介護保険給付費の内訳

平成30年度

保険給付
在宅サービス等 834億円

施設サービス等 371億円

地域支援事業 104億円

合 計 1,309億円

〇保険給付とは、加入者が介護保険サービスを利用したときの費用の
９割（一定以上所得者は８・７割）の支払い等の費用

〇地域支援事業とは、要支援１・２や事業対象者の方が利用する訪問
型・通所型サービスに要する費用（介護予防・日常生活支援総合事
業）や、「あんしんすこやかセンター」における高齢者の相談・支
援事業（包括的支援事業）、在宅で暮らす高齢者の自立生活を支援
する介護保険外サービス（任意事業）などの費用

「第７期介護保険のあらまし」より



総合事業の上限管理

（原則の上限）
総合事業の上限
＝【総合事業開始の前年度の（予防給付（介護予防訪問
介護、介護予防通所介護、介護予防支援）+介護予防
事業）の総額】
× 【75歳以上高齢者の伸び】
－ 当該年度の介護予防支援の額

総合事業は、国において事業の効率的な実施の観点から
費用に関する上限額が設定されている。
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　・ 令和元年度までは実績額。

　・ 上限額やサービス費、一般介護予防事業の伸び率は、令和元年度までの後期高齢者数や要支援者数、

　 　利用者数の伸び率などから試算。

6,000,000

6,500,000

7,000,000

7,500,000

8,000,000

8,500,000

9,000,000

9,500,000

10,000,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

介護予防・日常生活支援総合事業 事業費の推移（仮定）

総合事業 事業費実績

総合事業 上限額推計

総合事業 上限額実績

総合事業 事業費推計のパターン３例

（千円）

※総合事業 事業費

介護予防支援費を除く訪問・通所サービスのサービス費＋ 一般介護予防事業の事業費等の合計



時間での料金区分

従前どおり
（時間区分なし）

従前相当で
※短時間設定あり

※短時間は
通所型サービスAとする

8市 4市 8市

※3時間未満 2市
4時間未満 1市
5時間未満 1市

※3時間未満 8市

※通所型サービスAは、
人員基準等の要件緩和あり

サービス提供内容での料金区分

従前どおり
（区分なし）

送迎の有無で
料金が異なる

入浴の有無で
料金が異なる

16市 3市 2市

政令指定都市 通所型サービス 料金区分 （令和２年10月時点）














